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要旨
　本学卒業生を対象に介護現場における研修の実態を明らかにし、今後の卒後教育を含
む研修の在り方について検討することを目的とした。
　調査内容は、就業状況、職場内研修の実施の有無、年間職場内研修実施回数、職場内
研修実施内容（自由記述）、職場内研修参加の有無、職場内研修参加内容、外部研修受
講の有無、外部研修受講回数、外部研修の受講内容（自由記述）、資格取得への意欲の
有無、資格取得を目指す資格、資格取得のための学校への希望の有無である。128人（回
収率12.3％）を分析対象とした。
　職場内研修会の実施が有った者は約９割、年間職場内研修実施回数の平均は約９回、
実施された研修内容は多いものに介護技術、接遇、感染予防、認知症ケア、医療的ケア
などであり、権利擁護、法令遵守などは皆無に等しかった。職場内研修への参加は、96%
とほぼ全員が何らかの研修に参加していた。職場外研修受講の有った者は６割であり、
受講回数の平均は１回であった。資格取得への意欲の有る者は約４割であり、目指す資
格の種類は、ケアマネージャーが７割程度も占めていた。
　今後は単にスキルを高める研修だけではなく、個別ケアの実践能力を高めるために、
介護過程やマネジメント、生活支援技術を統合するという平成21年度からの新たな介護
福祉士養成教育の教育課程を介護の現場において具体化した形での研修が重要である。
Ⅰ　はじめに
　高齢社会における多様化・高度化する介護・福祉のニーズに対応すべく、人材の確保
と資質の向上が求められている。
　2007（平成19）年度に改正された「社会福祉士及び介護福祉士法」では、介護の定義
規定の見直しや自己研鑽の義務づけ、介護福祉士の資格取得方法の一元化など、質的向
上に向けての施策がスタートし、2011（平成23）年４月の入学生から国家試験が導入さ
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れる予定であった。
　ところが、地域によっては人材が不足している等の課題があり、実務経験ルートの養
成教育と養成施設養成校への国家試験の導入が３年延期となった。また、以前から審議
されていた介護職員等によるたんの吸引等が介護業務に組み込まれることとなり新たな
研修制度が行われる予定である。
　利用者・家族が安心・安全な介護サービスの提供を受けるためには、介護職員の質の
向上や安心して働き続けることのできる環境整備が重要である。介護福祉を取り巻く状
況の変化は、施設・事業所における研修の必要性を示唆するものであり、一施設・事業
所にとどまらず、全体の問題として総合的に捉えていかなければならないことである。
　福祉の職場における研修については、1992（平成４）年に福祉人材法の成立が発端と
なっている。法律の制定後に生涯研修の体系に関する調査が行われ、福祉職員生涯研修
としての研修体系が整えられたのである。福祉介護の現場における研修の特長は、職務
を通じての研修（On the Job Training）、職務を離れての研修（Off the Job Training）、
自己啓発援助制度（Self Development System）の３つである。これら３つの研修形態
が有機的に連携し、よりよい介護サービスの提供となることが、研修の本来の意味であ
る。
　平成21年度の介護報酬改定では、介護従事者の専門性への評価・定着の観点として、
「研修」「有資格者（介護福祉士等）」「３年以上の勤続年数」が上げられている。そ
のためには、研修を核として、資格取得のための研修や研修をとおして職場への定着が
図られ、それが働き続ける証しとして勤続年数につながるように、好循環の成果がもた
らされるように取り組む必要がある。
　関ら１）が行った卒後教育に関する調査において、本学卒業生は本学主催の卒後教育の
必要性を認めてはいたが、勤務体制の厳しさや休日の確保などの課題により積極的に参
加するまでには至っていないことが明らかになった。また、卒後教育が「必要でない」
「どちらでもない」という理由に、「施設内の研修が充実している」「毎日の業務が日々
研修である」と回答した者は２割強であった。
　「介護職員研修等実施状況調査の結果」２）によると、平成21年度に内部研修を１回以
上実施している施設は97.4%であった。最頻値として、回数は12回、総実施時間数（全
体）は12時間、内部研修の実施時間数（受講者１人当たり時間数）は１時間であった。
介護労働安定センターが平成21年７月に実施した「介護労働者の研修ニーズ調査（介護
労働者アンケート調査）」３）では、社内研修の参加割合は60.6％、社外研修では50.5％で
あった。
　そこで、本学卒業生を対象に介護現場における研修の実態を明らかにし、今後の卒後
教育を含む研修の在り方について検討することを目的とした。
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Ⅱ　方法
１．調査対象
　平成10年３月に卒業した本学科の１期生から平成21年３月に卒業した12期生まで
1,096名のうち、現住所が確認されていないものを除く1,049人に調査票を配布し、128人
（回収率12.2％）から回答を得た。
２．調査方法
　質問紙調査票は、卒業生の現住所に郵送し一定期間留め置いた後、返信用封筒にて
回収した。アンケート調査期間は平成22年12月20日～平成23年１月10日までとした。
　調査内容は、就業状況、職場内研修の実施の有無、年間職場内研修実施回数、職場
内研修実施内容、職場内研修参加の有無、職場内研修参加内容、外部研修受講の有無、
外部研修受講回数、外部研修の受講内容、資格取得への意欲の有無、資格取得を目指
す資格、資格取得のための学校への希望の有無の12項目とした。
　アンケートの回答にあたっては、平成22年４月から平成23年３月までの１年間とし、
予定のものも含むものとして依頼した。
　職場内研修の実施の有無では、職場全体として計画されているもの及び所属する部
署のもの全てを含むこととした。職場内研修実施内容並びに外部研修の受講内容につ
いては、具体的なテーマを例示（接遇、認知症の病気に関すること等）し、自由記述
とした。職場内研修参加内容は、職場内研修実施内容に記載されたものに○印を付け
ることとした。資格取得を目指す資格では、介護支援専門員（ケアマネジヤー）、社
会福祉士、精神保健福祉士、看護師、保育士、介護教員、公務員の中から選択をする
こととした。
３．分析対象及び方法
　分析対象者は、回答のあった128人（回収率12.2％）を分析対象とした。
　統計ソフトは、SPSS12.0ＪforＷindowsを用い、質問項目毎に各々の割合を単純に集
計した。回数については、５～６回と範囲で記載されている場合は多い方を、月に１
回という場合には12回を乗して得た数字を各々採用した。
　自由記述で記載された職場内・職場外研修内容は、「今後の介護人材養成の在り方
に関する検討会　介護職員研修等実施状況調査」２）で、研修内容として使用された17
項目に置き換え分析した。「今後の介護人材養成の在り方に関する検討会」では、内
部研修の実施内容では「資格取得」を除く16項目としているが、本研究では外部研修
の有無も問うているので、新規採用職員・中堅職員以上の質問内容に含まれている「資
格取得」を入れた17項目とした。（表１）
　以後、17項目を本研究では、（　）内に記載したとおりに略して表記する。
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４．倫理的配慮
　倫理的配慮として、事業所や個人が特定されないように、調査票は各々個人宛に郵
送し、返信は無記名とした。また、アンケートの返信をもって調査協力に同意を得た
ものとして実施した。
Ⅲ　結果
１．分析対象者の就業状況
 分析対象者の就業状況は、在宅サービス20人（15.6%）、施設サービス62人（48.4%）、
地域密着型10人（7.8%）、一般企業介護以外の職種15人（11.7%）、専業主婦・子育て
13人（10.2%）、産休中・育児休暇中６人（4.7%）であった。（表２）
表１．「介護職員研修等実施状況調査」２）で研修内容として使用された17項目（略記）
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２．職場内研修会実施の有無
　在宅サービス、施設サービス、地域密着型サービスに従事する92人において、職場
内研修会の実施が有った者は79人（85.9％）であった。
介護職就労施設・事業所における
３．年間職場内研修実施回数
　年間職場内研修実施回数は、最小３回から最大48回、平均は9.39回、最も多い回数は
12回であった。
介護職就業事業所において職場研修会有りと回答のあった79人における
４．職場内研修内容
　介護職就業事業所において職場内研修会が有ると回答した79人における実施された
表２．卒業生の就業状況
表３．職場内研修会実施の有無　 単位：人（%）
表４．年間職場研修実施回数の平均
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職場内研修内容は、多い順に、介護技術56人（70.9%）、接遇36人（45.6%）、感染予
防37人（46.8%）、認知症30人（38.0%）、医療的ケア25人（31.6%）、その他30人
（38.0%）であった。一方、法令遵守・資格取得は、各々０人（0.0%）であった。
介護職就業事業所において職場研修会有りと回答のあった79人における
　その他の研修内容では、身体拘束、緊急時の対応、個別ケア、研修報告会、交通安
全、外部からの講師を招いての研修、ストレス、消防（避難方法）、危険を予知する
ための研修、福祉で働くことの意義、施設環境作り、倫理、高齢者虐待防止、安全対
策、アンチエイジング、メンタルヘルス、オンコール、Aデイサービスの理念などで
あった。
５．職場内研修参加の有無
　職場内研修会が実施されていた79人の内、研修会へ参加した者の割合は75人
（94.9%）であった。
表５．職場研修内容毎の実施割合　　単位：人（%）
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介護職就業事業所において職場研修会有りと回答のあった79人における
６．職場内研修実施内容毎の参加割合
　職場内研修内容毎の参加人数割合は、接遇26人（72.2%）、介護技術43人（76.8%）、
介護過程７人（77.8%）、個別サービス１人（100%）、認知症22人（73.3%）、コミュ
ニケーション技術8人（80.0%）、ターミナルケア7人（58.3%）、介護事故・苦情14人
（87.5%）、医療的ケア14人（56.0%）、感染予防31人（83.8%）、困難事例１人
（50.0%）、社会保障・福祉制度１人（100%）、権利擁護１人（100%）、マネジメン
ト２人（40.0%）、法令遵守０人（0.0%）、資格取得０人（0.0%）、その他26人
（86.7%）であった。
介護職就業事業所において職場研修会参加有りと回答のあった75人における
表６．職場研修会参加の有無　　単位：人（%）
表７．職場研修内容実施に占める内容毎の参加割合　　単位：人（%）
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７．外部研修受講の有無
　職場外研修受講の有った者は在宅サービス、施設サービス、地域密着型サービスに
従事する92人の内57人（62.0%）であった。
介護職就労施設・事業所における
８．外部研修受講の回数
　年間の職場外研修受講回数の平均は、1.72回であった。
介護職就業事業所において職場外研修会有りと回答のあった57人における
９．外部研修の受講内容
　外部研修内容毎に受講の有った者は介護技術16人（28 .1%）、認知症ケア13人
（22.8%）、マネジメント９人（15.8%）の順で多かった。一方、接遇・介護過程・医
療的ケア・困難事例・社会保障/福祉制度・権利擁護・法令遵守・資格取得各々０人
（0.0%）、その他28人（49.1%）であった。
表８．外部研修受講の有無　　単位：人（%）
表９．年間職場外研修実施回数の平均
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介護職就業事業所において外部研修受講有りと回答のあった57人における
　ここでも、研修内容がその他として分類された者が28人（49.1％）と多かったため、
その他の研修内容にも注目し、その他の研修内容を抽出した。
　その他の内容は、新人研修、中堅職員研修、老人福祉施設・介護老人保健施設大会、
東海北陸ブロック研修、部会、ユニット富山型デイ職員研修、認定調査員研修、支援
相談員スキルアップ研修、介護力向上講習、発達障害研修、ケアマネ研修、認知症管
理者研修、Ｒ４に関する研修、小規模多機能型居宅介護研修であった。
10．資格取得への意欲の有無
表10．外部研修受講割合　　単位：人（%）
表11．資格取得への意欲　　単位：人（%）
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11．資格取得を目指す資格の内容
資格取得意欲有り54人における
12．資格取得のための学校への希望の有無
　資格取得のために本学に卒業生が支援を求めている割合は、20人（37.1％）であっ
た。
Ⅳ　考察
　介護職就労施設・事業所に従事する92人のうち、職場内研修会が実施されていた割合
は79人（85.9％）であった。介護労働安定センターが2009（平成21）年７月に実施した
「介護労働者の研修ニーズ調査」３）では社内研修の参加割合は60.6％、「介護職員研修等
実施状況調査の結果」２）では97.4%であった。本研究におけるアンケートの回答にあたっ
ては、研修の実施に関して、平成22年４月から平成23年３月までの１年間に実施された
もの（予定も含む）であること、職場全体として計画されているもの及び所属する部署
のもの全てを含むこととした。この設問は計画実施の有無であり参加を問うものではな
いので、実施率が８割は低い結果といえる。佐藤４）は、研修は企業が従業員に対して提
供する「能力開発機会の提供」と表現し、「企業は、市場環境や技術構造の変化に迅速
に適応していくためには、事業分野や提供する財やサービスを変化し続けることが求め
られており、その変革によって仕事の内容や構成が変化することになり、同時にそのこ
とは従業員に求められる職業能力を変えることになる」と、能力開発機会を提供するこ
との必要性を強調している。介護職員の早期離職防止、定着・促進や質の向上のために
表12．各資格取得の内容　　単位：人（%）
表13．資格取得のための学校への希望の有無　　単位：人（%）
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も研修は不可欠である。
　年間職場内研修実施回数は、最小３回から最大48回、平均は9.39回、最も多い回数は12
回であった。少なくとも毎月１回は何らかの形で研修の機会が準備されていることにな
る。また、職場内研修会への参加は、９割強とほぼ全員が参加していた。関ら１）が行っ
た卒後教育に関する調査において、本学が主催する卒後教育の必要性は認めているもの
の、「休みが取れない」「勤務が合わない」「予定がとれない」「仕事が忙しい」とい
う時間的なことと、「休みの時ぐらいは仕事のことを考えたくない」「仕事を休んでま
で研修に参加する気になれない」など疲労感が蓄積されている状況があることが分かっ
た。したがって、施設・事業者が職場内研修体制をどのように捉え、組織的に取り組ん
でいくかは、利用者・家族へのより良い介護サービスを提供する上で、また、広くは福
祉社会としての責務がそれぞれのトップには求められているものと理解できる。研修体
制のしくみを如何に施設・事業者が主体的に取り組むか、今後の大きな課題である。
　職場内での研修内容は、具体的なテーマを自由記述とし、得た回答を「介護職員研修
等実施状況調査」２）で研修内容として使用された17項目に分類した。介護技術が６割と
最も多く、接遇、感染予防が半数ちかくであった。介護過程やマネジメント、困難事例
などは1割以下であり、法令遵守・資格取得は、１人もいなかった。このことから、介護
現場での職場内研修では、日常の介護実践に求められる介護技術を中心に計画が行われ
ていることが分かった。また、接遇が職場内研修の半数を占めることは、対人援助職の
基本として当然ではあるが、しかし、社会人としてのマナーのレベルに終始していると
すれば、接遇から専門職業人として求められるコミュニケーション能力の向上へと内容
の転換を図るべきである。もちろん、新規学卒者への採用時研修では社会人としてのマ
ナーの必要性を否定するものではない。今後は地域包括ケアの推進者として、介護技術、
接遇、感染予防、医療的ケアといった介護に関する専門的知識・技術の習得に留まらず、
法令遵守、社会保障・福祉制度、権利擁護という社会に関する理解が必要である。その
ためには、2009（平成21）年度から開始された新カリキュラムのねらいである人間と社
会に関する領域、介護に関する領域、こころとからだのしくみに関する領域という３つ
の領域で学んだ知識・技術・倫理を一人の要介護者に統合して、個別ケアの実践能力を
高めるという研修が重要である。2007（平成19）年度の「社会福祉士及び介護福祉士法」
の改正で、介護福祉士養成教育が見直しをされた。明確になったことは、資格取得時の
介護福祉士の到達レベルと資格取得後の到達目標を区分したことである。したがって、
研修体系を構築する上では、これらの到達目標を目指して下位目標と研修内容・項目が
明示されなければならない。
　職場内研修の参加割合が８割を超えている内容は、介護過程、感染予防、介護事故・
苦情であった。７割程度は、接遇、介護技術、認知症ケア、コミュニケーション技術で
あった。参加の割合が高いということは、介護現場における研修ニーズの一つとみるこ
とができる。今後は、職場内研修においても、画一的な研修内容から、新規研修、中堅
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職員、保有資格別など、職員の研修ニーズに応じた階層別、テーマ別、目的別といった
個別研修プログラムが求められる時代となる。その場合、職場内研修と職場外研修が一
体的に一人の職員のキャリアアップを目指していくうえでの個別生涯研修体系につなが
るような仕組みにすることが重要である。
　一方、職場外での研修に受講の有った者は6割である。受講回数の平均は1.72、最頻値
は１、最大値は５であった。職場外研修の内容は、介護技術と認知症ケアは変わらない
が、マネジメントが1割強であった。職場外研修内容も「介護職員研修等実施状況調査の
結果」２）の17項目に分類したが、その他の内容が半数近くを占めることとなった。その
内訳は、新人研修、中堅職員研修、老人福祉施設・介護老人保健施設大会、東海北陸ブ
ロック研修、部会、ユニット富山型デイ職員研修、認定調査員研修、支援相談員スキル
アップ研修、介護力向上講習、発達障害研修、ケアマネ研修、認知症管理者研修、Ｒ４
に関する研修、小規模多機能型居宅介護研修であった。これらのことから、職場外研修
では、階層別、テーマ別への研修に参加をしていること、また、所属する組織団体ある
いは職能団体等が主催する研修会に参加していることが分かった。しかし、職場外研修
の参加に当たっては、研修会場までの移動距離、研修の機会の均等化、研修参加に伴う
職員の補充など抱える課題は大きい。
　資格取得への意欲は半数近くのものが回答している。そして、目指す資格としては介
護支援専門員が7割近くにあがった。
Ⅴ　今後の課題
　本学卒業生を対象に介護現場における職場内外の研修の実施回数、研修内容、参加に
関するアンケート調査より、今後の卒後教育を含む研修の在り方に関する課題として、
以下の３点を見出すことができた。今後も引き続き調査研究を継続していきたい。
　１．介護福祉士の義務である「資質向上の責務」を実行していくためには、学習者の
主体性を引き出すプログラムが必要である。現在の職場外研修では、テーマによっては
参加者の主体性を引き出す展開が取り入れられているが、グループワークをとおして学
んだそれらの手法が職場内の研修に活用していくためにはどのような研修プログラムが
効果的なのか、また自己研鑽の意識を育て継続していくための要素は何かを調査する必
要がある。
　２．今回の調査は、本学卒業生を対象に実施したものであり、回収率も12.2%と低い。
また、職場内外における研修内容と回数及び参加の割合を調査したもので、実態の全容
とはいい難い。介護現場においては、多様な人材が採用され、日々介護業務を実践して
いる。したがって、それぞれの介護職員の背景と必要とされる研修ニーズを明らかにす
る必要がある。
　３．職務を通じての研修（On the Job Training）がどのように行われているのか、そ
の効果はどうかなどを明らかにする必要がある。
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